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の a, b, c, d のいずれかに該当するもの。
　別記 1とある日常生活能力水準とは，年齢別ランク別に判断の目安となる
ような文章が列挙されているものである。a, b, c, dというのは程度を表して
おり，aが最も重いランクを意味している。一例を示すと，18 ～ 29 歳の場合，
程度 aの欄には，「他人の助けを借りなければ身のまわりの始末ができない。」
「簡単な意思表示しかできない。」「集団行動は散歩程度しかできない。」など


































　なお，『平成 24 年版障害者白書』によれば，現在 3）の障害者数は，身体
障害者（児）は 366.3 万人，知的障害者（児）は 54.7 万人，精神障害者（児）






̶  44  ̶
障害者雇用の現状と課題（熊迫）
祉法第四条に 18 歳以上を対象とすることが書かれている。




























都道府県等の教育委員会が 2.0％になっているが，2013 年 4 月 1 日からそれ
ぞれ 0.2％ずつ引き上げられることになっている。
　雇用することが義務付けられる障害者数（法定雇用障害者数と言う）は，



















































 3） 週所定労働時間 20 時間以上 30 時間未満の労働者を指す。
̶  47  ̶
障害者雇用の現状と課題（熊迫）
 4） 常用労働者 200 人超 300 人以下の事業主は平成 27 年 6 月まで 4万円に減額さ
れる。
 5） 厚生労働省プレスリリース「平成 23 年障害者雇用状況の集計結果」（平成 23



















































































̶  51  ̶
障害者雇用の現状と課題（熊迫）
　　・ 納付金の支払いそのものが，障害者雇用への積極的な取り組みを阻害
していることも考えうる。
　　・ 国民全体に対して，障害者に関する情報発信と障害者雇用についての
啓蒙活動の拡充が必要である。
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